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令和７年度 

厚生労働科学行政推進調査事業費（障害者政策総合研究事業） 

分担研究報告書 

 
障害者の健康づくりとパラスポーツ実践がライフパフォーマンスに及ぼす影響 

 

研究分担者 樋口 幸治 国立障害者リハビリテーションセンター病院 

 
 
Ａ．研究目的 
本報告の目的は、障害者の健康状態の実

態を明らかにするとともに、運動やパラス

ポーツの実践がライフパフォーマンスに及

ぼす影響を検証することである。特に、当セ

ンターでこれまで実施してきた健康診断デ

ータおよび生活習慣調査等を基盤として、

運動習慣と健康指標の関連を整理し、障害

特性に応じた健康づくり支援の方向性を示

すことを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 

 当センターで行った健康診断および生活

習慣調査の結果を匿名化して集計した自施

設データを用いた。また、脊髄損傷者を対象

とした先行研究の一部データを再解析し、

運動習慣の有無とBMIの関係を検討した。さ

らに、週あたり運動時間と身体組成・血清脂

質の変化、視覚障害者に対する運動介入の

心理社会的効果、および頸髄損傷者の運動

時生体反応やコンディショニングに関する

知見を総合的に分析した。 

 
（倫理面への配慮） 

 当センターで業務として実施された健康

診断および運動介入プログラムの記録を、

個人が特定されないよう匿名化したうえで

統計的に集計した。研究目的の新規の介入

やデータ取得は行っておらず、個人情報を

含まない形で取り扱った。データの管理に

あたっては、個人情報保護に十分配慮した。 

 

Ｃ．研究結果 
 当センターで実施した健康診断データの

分析では、障害者1,145名のうち約40％が肥

満または痩身であり（図１）、年代によりB

MI分布が異なることが示された。脊髄損傷

者を対象とした先行研究１）の再解析では、

運動未実施群では特に50代で生活習慣病リ

スクが高い傾向が認められた（図２）。また、

週150分以上の有酸素運動を継続した対象

者では、体重約2kgの減少、体脂肪率1％の

低下、中性脂肪約40mg/dlの改善が確認され

２）、生活関連項目では、日常生活動作の不
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安軽減、主観的健康状態の向上がみられた

（図３）。一方、視覚障害者を対象とした運

動介入プログラム実施後アンケート調査の

結果、同じ障害を持つ人との交流ニーズが

最も高かった３）。さらに、頸髄損傷者の運

動時生体反応に関しては、上肢運動におい

て低負荷から過換気状態に陥りやすい４）。

また、体温調節機能の違いにより運動時の

反応がタイプ分類できることが示されてお

り（図４）、当センターの競技支援において

もCooling戦略の重要性が確認された。 

 
Ｄ．考察 
  障害者の健康課題は、肥満と痩身の両極

化として顕在化しており、特に運動未実施

者では加齢とともに生活習慣病リスクが増

大することが示唆された。継続的な運動や

スポーツの実践は、身体組成や血清脂質の

改善に加えて、日常生活動作の向上や主観

的健康感の改善、社会参加の促進など、心理

社会的側面にも好影響を与えることが確認

された。 

また、頸髄損傷者の運動時生体反応や体

温調節機能の特性から、障害特性に応じた

専門的な運動処方が不可欠であることが示

された。パラスポーツは、身体機能の向上だ

けでなく、交流や自己実現の機会を提供し、

生活の選択肢を広げる重要な手段である。

今後は、運動環境の整備、人材育成、費用負

担の軽減、地域での交流機会の創出など、多

面的な課題に対応し、誰もが継続して運動

に取り組める環境づくりが求められる。  

     

Ｅ．結論 

 障害者の健康づくりには、継続した運動

やパラスポーツの実践が不可欠であり、身

体機能の維持・改善だけでなく、生活の質や

ライフパフォーマンスの向上に寄与するこ

とが明らかとなった。これまでの実践から、

障害特性に応じた専門的支援と環境整備、

交流機会の創出が、今後の健康づくりとパ

ラスポーツ普及の鍵と言える。誰もが「いつ

でも・どこでも・気軽に」運動を継続できる

社会環境の構築が求められる。 
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Ｆ．健康危険情報 
 なし 

 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
 なし 

 
 2.  学会発表 
 樋口 幸治. パラスポーツと健康づくり

運動の実践が障害者のライフパフォーマン

スに及ぼす影響. 第36回日本臨床スポーツ

医学会学術集会.千葉，2025/11/3. 

 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
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1. 特許取得 なし 

 
 2. 実用新案登録 なし 
 
 3.その他 なし 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
図１ 障害者のBMI（痩身と肥満）の状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 脊髄障害者の運動の有無と年代別ＢＭＩ 
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図３ 介入プログラム前後の生活関連項目の変化（n=9） 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 運動負荷試験時の生体反応 


